
※ 人口は，平成29年4月1日時点

川内地域の緊急時対応（概要版）①原子力災害対策重点区域・広域避難先

Ø 川内地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は208,285人
（平成29年4月1日現在）。

Ø PAZ内の人口は薩摩川内市の4,524人。UPZ内の人口は関係9市町203,761人。

１．川内地域の原子力災害対策重点区域 ３．ＰＡＺ及びＵＰＺにおける広域避難先

【UPZ市町】
薩摩川内市、いちき串木野市、阿久根市、
鹿児島市、出水市、日置市、姶良市、
さつま町、長島町

Ø 薩摩川内市のPAZ内4地区の住民避難先については、鹿児島市内の7施設に避難先を確保。
Ø 4地区における避難先については、普段から避難計画に関する住民説明会や訓練等を通じて住民
に周知。

Ø UPZ内9市町の避難先については、県内16市町、県外3市町に避難先を確保。

PAZ

UPZ

２．原子力災害対策指針における緊急事態の防護措置の考え方

PAZ内住民の避難先

ＰＡＺ内 ＵＰＺ内
合 計

（概ね５km) （概ね５～３０km）

4,524人 203,761人 208,285人
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出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）
「白地図」国土地理院（http://maps.gsi.go.jp/#10/35.533344/135.689392）をもとに
内閣府（原子力防災）作成

（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用

例）冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞） （30㎞～）

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）大地震（所在市町村で震度６弱以上）

例）全交流電源喪失

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始 ●UPZの住民は屋内退避の準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始）

ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転
（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

Ø 緊急事態の初期対応段階においては放射性物質放出前から原子力施設の状況に応じて、放射性物
質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づいて防護措置を実施。
① EAL（Emergency Action Level ）による初期対応段階における防護措置
原子力施設の状況等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL）を設定。
EAL に基づき、避難等の防護措置を実施。
※施設敷地緊急事態要避難者の避難は、通常以上の時間がかかるため、 EAL（SE）の段階から避難を開始する。
ただし、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まるおそれのある者は遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

② OIL（Operational Intervention Level）による放射性物質放出後における防護措置
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを立ち上げ、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを開始。放射性物質放出後、防護
措置の実施基準（OIL）に基づきﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果から区域を特定し、PAZ外の住民の防護措置を実施。

放射性物質放出後

（凡例）
： 避難先施設

＜避難方法＞

①自家用車

②近所の方の自家用車に同乗

③集合場所からﾊﾞｽ等

避難元 避難先

滄浪
地区
・総合体育ｾﾝﾀｰ武道館

寄田
地区

・鹿児島県文化ｾﾝﾀｰ
（宝山ﾎｰﾙ）

水引
地区

・鹿児島県文化ｾﾝﾀｰ
（宝山ﾎｰﾙ）
・かごしま県民交流ｾﾝﾀｰ
・県立図書館本館

峰山
地区

・鹿児島盲学校体育館

・開陽高等学校体育館

・鹿児島南高等学校体育館

PAZ内人口

滄浪
地区

375人

寄田
地区

285人

水引
地区
2,564人

峰山
地区
1,300人

合計 4,524人

そうろう

よりた

みずひき

みねやま

そうろう

よりた

みずひき

みねやま

鹿児島市

PAZ

UPZ

UPZ内市町の広域避難先

UPZ内2市
県外避難先

熊本県芦北町他2市町

UPZ内9市町
県内避難先
霧島市他15市町
（同一市町内避難を含む）

川内ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
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川内地域の緊急時対応（概要版） ②PAZにおける避難・屋内退避の考え方

区域 種別 対象者数
避難等の流れ

備考
警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

PAZ
（発電所か
ら概ね半径
5km圏内）

避難行動
要支援者
（医療機関・
社会福祉
施設）

薩摩川内市
351人

l避難計画において避難元施設
ごとに避難先施設を設定。

l無理に避難すると健康ﾘｽｸが
高まる者については、放射線
防護施設に入所している場合
は、避難体制が整うまで屋内
退避を実施。その他の施設に
入所している場合は、近隣の
放射線防護施設に移動し、屋
内退避を実施。

避難行動
要支援者
（在宅）

薩摩川内市
592人

l避難行動要支援者は、あらか
じめ定めた避難先へ避難。

l無理に避難すると健康ﾘｽｸが
高まる避難行動要支援者は、
近隣の放射線防護施設へ輸送。

l一般の避難先施設では、避難
生活に困難が生じる在宅の避
難行動要支援者は、県内福祉
避難所（UPZ内地域を除く）４７
１施設から、鹿児島県災害対
策本部において関係機関と調
整し、決定した福祉避難所等
に移動。

避難行動
要支援者
（学校・保育
所）

薩摩川内市
350人

l警戒事態になった時点で
授業・保育を中止し、保護
者への引渡し等を開始。

l保護者へ引渡し等が完了
していない児童等は、施設
敷地緊急事態になった時
点で避難を行い、避難先で
保護者に引渡す。

一般住民※4 薩摩川内市
4,524人

l住民はあらかじめ定めた
避難先へ避難。

l自家用車を利用可能な者
は自家用車で避難。自家
用車が利用できない者は、
九州電力(株)及び鹿児島
県等が配車した車両で避
難。

放射線防護施設※2
（旧滄浪小学校体育館、
峰山地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 等）

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
原
災
法
10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

（原
災
法
15
条
）で
避
難
開
始

対象者

薩摩川内市：592人

※２ 放射線防護施設には、避難行動要支援者のほか、支援者等が入る予定

施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者

の
避
難
準
備
を
開
始

一般住民の避難準備を開始

支援者の車両で避難

福祉
避難所等

バス避難集合場所
（17か所）

バス10台により避難（教職員が同乗）

対象者

薩摩川内市：
4,524人

＜保護者への引渡しが完了していない児童等＞

福祉車両2台（全てｽﾄﾚｯﾁｬｰ）で避難（支援者が同乗）

支援者とともに徒
歩、車両で移動

バス34台、福祉車両13台（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ8台、
車椅子仕様5台）で避難（支援者が同乗）

＜無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者：2人＞

＜避難可能な者：590人＞

自家用車で避難（3,779人）

徒歩等で移動

（745人）

避難先

（鹿児島市内
７施設）

対象施設

薩摩川内市
（6施設：350人）

放射線防護施設※1
（ﾌｧﾐﾘｰHP薩摩、旧滄浪小学校体育館、
旧寄田小学校、水引地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、
峰山地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 等）

対象施設

薩摩川内市
（7施設：351人）

※1 放射線防護施設には、避難行動要支援者のほか、職員等が入る予定。

医療機関・社会福祉施設
（鹿児島市12施設、姶良市1施設）

・施設内の移動対象者は10人（職員が同行）
・近隣の屋内退避施設への移動対象者は14人は、
福祉車両3台で避難（職員が同行）

バス15台、福祉車両5台により避難（職員が同行）

＜無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者：24人＞

＜避難可能な者：327人＞

※4 一般住民の対象者数はPAZ内住民の人口

避難先
（鹿児島市内７施設）

＊一般の避難先施設
では、避難生活に困
難が生じる方は、福
祉避難所等へ移動

保護者
引渡し
開始

バス避難
集合場所
（17か所）

避難先で
保護者に
引渡す

2

ﾊﾞｽ25台に
より避難



区域 種別
対象
者数

屋内退避 ／一時移転（1週間程度内に実施）の流れ
備考

警戒
事態

施設敷地
緊急事態

UPZ
（発電所か
ら概ね半
径5～30km
圏内）

避難行動
要支援者
（医療機関）

82施設
4,376人
①5～10km
1施設
（19人）
②10～30km
81施設
（4,357人）

l ①5～10ｋｍ圏内にある医療機関（1施設）
は、避難計画において避難先施設（1施
設：19人収容）を設定。

l ②10～30ｋｍ圏内にある医療機関（81施
設）は、県の「原子力防災・避難施設等調
整ｼｽﾃﾑ」により、あらかじめ登録している
県内の受入候補施設（184施設：25,616人
収容）の情報を基に、県が避難先施設を
決定。

避難行動
要支援者
（社会福祉
施設）

166施設
6,044人
①5～10km
11施設
（483人）
②10～30km
155施設
（5,561人)

l ①の5～10ｋｍ圏内にある社会福祉施設
（11施設）は、避難計画において避難元
施設ごとに避難先施設（20施設：923人収
容）を設定。

l ②10～30ｋｍ圏内にある社会福祉施設
（155施設）は、県の「原子力防災・避難施
設等調整ｼｽﾃﾑ」により、あらかじめ登録
している県内の受入候補施設（295施設：
16,794人収容）の情報を基に、県が避難
先施設を決定。

避難行動
要支援者
（在宅）

6,034人

l一時移転等が必要となった避難行動
要支援者は、関係市町が準備した避
難先施設に一時移転等を実施。

l一般の避難先施設では、避難生活
に困難が生じる在宅の避難行動要
支援者は、県内福祉避難所（UPZ内
地域を除く）４７１施設から、鹿児島県
災害対策本部において関係機関と
調整し、決定した福祉避難所等に移
動。

避難行動
要支援者
（学校・保育
所・幼稚園
等）

225施設
30,796人

l警戒事態になった時点で授業・保
育を中止し、保護者への引渡し等
を開始。

l保護者へ引渡し等が完了していな
い児童等は、全面緊急事態になっ
た時点で屋内退避を行い、その後、
一時移転等の指示が出された場合
には、避難先へ一時移転等し、保
護者に引き渡す。

一般住民※1 203,761人

l避難計画で定めている避難先へ一
時移転等を実施。

l自家用車や鹿児島県等が準備した
ﾊﾞｽ等により避難。

避難先福祉施設
（295施設：16,749人）

自家用車、ﾊﾞｽ等により避難

全
面
緊
急
事
態
で
屋
内
退
避
を
開
始
。
そ
の
後
、
緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
き
、
毎
時
２
０
マ
イ
ク
ロ

シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
区
域
が
特
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
区
域
の
住
民
の
一
時
移
転
を
実
施

屋内退避
（166施設：6,044人）

屋内退避
（6,034人）

屋内退避
（203,761人）

屋
内
退
避
の
準
備
を
開
始 ﾊﾞｽ・福祉車両により避難

（支援者が同乗）

ﾊﾞｽ・福祉車両により避難
（職員が同乗）

ﾊﾞｽにより避難（教職員が同乗）

一時移転等
対象学校等

一時移転等
対象者

一時移転等
対象者

川内地域の緊急時対応（概要版） ③UPZにおける屋内退避・一時移転の考え方

対象施設
（225施設）

保護者

引渡し開始

屋内退避
（82施設：4,376人）

ﾊﾞｽ・福祉車両により避難
（職員が同乗）

避難先医療機関
（184施設：25,616人）

※1 一般住民の対象者数は、UPZ内住民の人口。
※2 UPZ内の全住民のうち、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果に基づき、毎時20ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄを超えると特定された区域の住民は、一時移転を
実施。一時移転に際しては、避難退域時検査を受けた上で、避難先へ移動。

一時移転等
対象医療機関

一時移転等対
象福祉施設

屋内退避
（225施設：
30,796人）

避難先
（821施設）

鹿児島県が、「災害時等におけるバスによる緊急
輸送等に関する協定」に基づき、県内のバス会社
等から必要となる輸送手段を確保。
それでも不足する場合は、他県との応援協定に基
づき、隣接県等から輸送手段を確保。

避難先
（821施設）

＊一般の避難先施設では、避
難生活に困難が生じる方は、
福祉避難所等へ移動

福祉
避難所等

全面緊急事態

OIL2となった場合※2

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

避難先で保護
者に引渡す

＜保護者への引渡しが完了していない児童等＞
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下甑救急用
ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

避難経路：
（島内）港→［船舶移動自家用船舶、県が手配した
船舶等）］→（本土）港→［県、薩摩川内市等が準
備した車両等］→避難所

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合は、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

中甑漁港

平良漁港

小島漁港

里港

上甑地区

里地区

里村ヘリポート

上甑
ヘリポート

351

避難先：島内避難
旧浦内小学校

避難先：島内避難
旧平良小学校

【主な避難経路】
県道348号

【主な避難経路】
県道348号→県道351号

島内避難

中甑島

【主な避難経路】
県道348号

【主な避難経路】
一般道路

避難先：島内避難
中津小学校
上甑コミュニティｾﾝﾀｰ
上甑中学校

４．原子力災害時における医療体制の連携・強化

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力災害
対策等を支援する。

Ø放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

原子力災害医療協力機関 ※県が登録

【１５医療機関（鹿児島市立病院、鹿児島医療センター他）・１６機関
（県内各保健所他）】

協 力

支 援

高度被ばく医療支援ｾﾝﾀｰ及び
原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰ ※国が指定
【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立大学法人長
崎大学等が実施】

原子力災害時において、汚染の有無にかかわらず
傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合には適切
な診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な診療を
行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に対して専門的
助言を行う。また、原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰは原子
力災害医療派遣ﾁｰﾑの派遣調整を行うほか、平時から原子
力災害拠点病院へ研修、指導、助言を行う。

原子力災害拠点病院 ※県が指定

【１医療機関（鹿児島大学病院）】

PAZ

UPZ

国立大学法人
長崎大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

鹿児島医療センター

鹿児島大学病院鹿児島市医師会病院

鹿児島市立病院

鹿児島赤十字病院

米盛病院

霧島市立医師会医療センター

県立北薩病院出水総合医療センター

曽於医師会立病院

鹿屋医療センター

※本地図は鹿児島本土のみの協力
機関を記載しているが、その他、種
子島医療センター及び県立大島病
院も含まれる。

県立薩南病院

南九州病院

３．バス協会との協定に基づく輸送手段の確保

協力事業者 保有台数（台）

３３社 約１，４００

隣接県（熊本県・宮崎県）
指定地方公共機関（バス会社）
保有台数：約２，５００台

Ø鹿児島県は、災害時における輸送手段の円滑な確保のため、平成２７年６月に公益社団法人鹿児島県バス協会

と「災害時等におけるバスによる緊急輸送等に関する協定」を締結。

Ø万が一、鹿児島県内の輸送手段では不足する場合には、他県との応援協定に基づき、隣接県等から輸送手段を

確保する。

災害時におけるバスによる緊急輸送等に関する協定（平成27年6月26日）
【対象】

公益社団法人鹿児島県バス協会
【協力内容】

①被災者（滞留者を含む）及び救援者等の輸送業務
②ボランティアの輸送業務
③災害応急対策の実施のために必要な人員
及び携行する資機材等の輸送業務
④その他必要なバスによる支援業務

九州・山口9県災害時応援協定
（平成23年10月31日）

【対象】

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県
【応援内容】

①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

１．避難経路の複数化

２．離島の島外避難等防護措置

Ø県は、PAZ内の避難の実施に合わせ、UPZ外の甑島内住民に対しても、必要に応じて、屋内退避を行う可能性がある旨
の注意喚起を行う。

Ø万が一、島内避難ができない場合に備え、県は本土への避難の検討を行う。避難の際は、自家用の船舶の利用又は
県が薩摩川内市からの依頼に基づき、第十管区海上保安本部、自衛隊、フェリー及び高速船の運航者等に要請し、手
配した船舶等により避難を行う。

避難先：鹿児島市

鹿児島県文化ｾﾝﾀｰ
（宝山ﾎｰﾙ）

214

ＵＰＺ

ＰＡＺ

225

10

3

328

39

42

43

3

216

58

【バス避難集合場所】
土川集会所

【バス避難集合場所】
寄田地区コミュニティセンター

3

24

第３経路
県道43号→国道3号→県道39号→県道42号
→国道328号→国道3号→国道10号

川内地域の緊急時対応（概要版） ④住民の安全確保に向けた主な対策(１)

H

H

348

済生会川内病院

（凡例）
：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
（医療機関のみ）
：その他、被ばく医療対策施設 4

【バス避難集合場所】
上野集会所

【バス避難集合場所】
池ノ段集会所

Ø新たに開通した区間を含めた、南九州西回り自動車道を避難経路として新たに追加（下図の第１経路）。
ØＰＡＺ内（滄浪地区及び寄田地区）の避難経路として設定されている県道４３号線が通行不能な場合として、林
道寄田青山線等の使用を明記。

第１経路
県道43号→国道3号→南九州道（串木野ＩＣ～建部ＩＣ）→
県道24号→国道225号→県道216号→県道214号→県道58号

ＰＡＺ内避難時の避難経路として設
定されている県道４３号線が通行不
能な場合、林道寄田青山線（1車線、
全長約16km）等も使用

第２経路
県道43号→国道3号→南九州道（串木野市ＩＣ～市来ＩＣ）→
国道3号→国道10号

PAZ内
地域

人口
うちﾊﾞｽ避難者数

寄田地区 285人 96人

348

こしきしま

なか こしき しま

上甑島
かみ こしき しま

里漁港

江石港

桑之浦港

43

指宿医療ｾﾝﾀｰ

PAZ

UPZ

長浜港

下甑救急用
ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

下甑分屯基地
第2ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

上甑島
かみこしきしま

中甑島
なかこしきしま

下甑島
しもこしきしま

なが はま

H
H

鹿島港
か しま

薩摩川内市災害対策本部
さつ ま せん だい

本土への避難



※2 PAZ内の住民数から、PAZ内に住む九州電力職員及び
PAZ内の病院に住民票を移している入所者を除いた人数

３．避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄と緊急配布

２．ＰＡＺ内の安定ヨウ素剤の事前配布

川内地域の緊急時対応（概要版） ⑤住民の安全確保に向けた主な対策(２)

１．川内地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施単位

Ø川内原子力発電所周辺９市町に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点81地点※1を設定し、そこで測定された実測値に基づき迅
速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、一時移転等の実施単位毎に関連付けを行っている。

４．避難退域時検査場所の候補地の設定

PAZ
中甑漁港

県道348号線(上甑町中野地区)

サンセット長島下の広場

長島町城川内運動場

日置市吹上中央公民館

県立農業大学校

宮之城総合運動公園

松元平野岡運動公園

県立サッカー・ラグビー場

県森林技術総合ｾﾝﾀｰ

なかこしき

みやのじょう

まつもと ひらの おか

ふきあげ

じょうかわうち

日置市総合体育館
及び日置市中央公民館

日吉総合体育館
ひよし

姶良市蒲生体育館

薩摩総合運動公園

柏原グラウンド
かしわばる

北薩地域振興局出水支所
ほくさつ いずみ

Ø鹿児島県では、緊急時の避難を円滑に行うため、30ｋｍ圏周辺から避難所までの間で、避難経路や避
難所までの移動の容易性、面積等を考慮し、候補地（21ヶ所）をあらかじめ準備。

Ø避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、関係市町施設等に合計約102万丸の丸剤及び乳幼児向けの
ｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤約2万包等を備蓄。
Ø緊急配布は県及び関係市町職員が、備蓄先よりUPZ内緊急配布場所※3及び避難退域時検査場所へ搬送の上、対
象住民等に順次配布・調製を実施。
Øなお、UPZ内に居住し、障害や病気などにより緊急時に安定ﾖｳ素剤を受け取りに行くことが難しいなど一定の要件
に該当する住民に対しては、平成30年度から事前配布を実施予定。

PAZ

寄田地区

滄浪地区

峰山地区

水引地区

地区 配布対象者数（人） 配布済人数（人）

滄浪

寄田

水引

峰山

4,263※2 2,873

＜安定ヨウ素剤事前配布説明会＞

医師、薬剤師、県及び市職員により、安定ヨウ素
剤の効能や服用時期など、事前配布に際し知って
おくべき事項を説明。

医師による説明 問診

２５箇所

関係市町施設：１４箇所
保健所等：１１箇所

安定ヨウ素剤備蓄場所

県及び市町職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

・UPZ内緊急配布場所※3
・避難退域時検査場所

※3 緊急配布場所として、ＵＰＺ内の避難経路
上で公共施設等（12か所）をﾘｽﾄｱｯﾌﾟし、市町
と協議中

PAZ

UPZ

出水保健所

大口保健所

さつま町宮之城保健センター

薩摩川内市役所祁答院支所

姶良市消防本部蒲生分遣所

姶良保健所

鹿屋保健所

鹿児島市保健所

指宿保健所鹿児島県保健福祉部薬務課
加世田保健所

伊集院保健所

日置市本庁舎

薩摩川内市役所入来支所

いちき串木野市役所

薩摩川内市役所樋脇支所

川薩保健所

薩摩川内市役所里支所

川内保健センター

薩摩川内市役所東郷支所

阿久根市保健センター

出水市役所高尾野支所 長島町役場

志布志保健所

安定ヨウ素剤備蓄場所
凡例

みずひき

そうろう

みねやま

より た

伊集院総合運動公園
いじゅういん

川床ｺﾐｭﾆﾃｨ運動場
かわとこ

出水市総合運動公園及び
出水市総合体育館

いずみ

郡山総合運動公園
こおりやま

※1 PAZ及び下甑島内のモニタリングポストを合わせて合計１００箇所

Ø鹿児島県では、PAZ内住民を対象に説明会を実施し、平成29年11月19日現在、 2,873人に事前
配布を実施。また、乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤についても事前配布と備蓄を実施。
Øさらに、PAZ内の全ての学校、保育園、病院、社会福祉施設に加え、希望する事業所にも安定ﾖｳ
素剤の配備を実施。

かみこしきちょう

日置市吹上浜公園体育館
ふきあげはま

かもう

鹿児島市郡山支所

UPZ

5

そう ろう

より た

みず ひき

みね やま



１．緊急時対応体制 ３．実動組織の広域支援体制

２．住民への情報伝達体制

Ø 防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、国の原子力災
害対策本部等から、鹿児島県及び関係市町に、その内容をＴＶ会議等を活用し迅速に情報提供。

Ø 鹿児島県及び関係市町は、防災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ等を活用し、住民へ情
報を伝達。

Ø 地域ﾚﾍﾞﾙで対応が困難な場合は、鹿児島県、関係市町からの要請を踏まえ、政府をあげて、全国
規模の実動組織による支援を実施。

Ø 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

川内地域の緊急時対応（概要版） ⑥緊急時における対応体制

＜関係市町が整備する住民への主な情報伝達手段の例＞

４．自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

ü 巡視船艇による住民避難の支援
ü 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
ü 船舶等への避難指示の伝達
ü 海上における警戒活動

海上保安庁

ü 避難行動要支援者の搬送の支援
ü 傷病者の搬送
ü 避難指示の伝達

消防組織

ü 現地派遣要員の輸送車両の先導
ü 避難住民の誘導・交通規制
ü 避難指示の伝達
ü 避難指示区域への立ち入り制限等

警察組織

Ø 鹿児島県と関係市町との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

ü 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
ü 被害状況の把握
ü 避難の援助
ü 人員及び物資の緊急輸送
ü 緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
ü 人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省

住民

関係市町
災害対策本部

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣、
原子力規制委員会委員長 他

被災者の
救援等の支援

要請

・住民広報や避難計画に基
づき避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）

原子力災害対策本部
（首相官邸）

住 民

鹿児島県、関係市町

防災行政無線
（屋外拡声子局）

防災行政無線
（薩摩川内市からの発信）

広報車

防災行政無線
（戸別受信機） 緊急速報メールサービス

現地災害対策本部

UPZ

川内ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

原子力災害対策本部
（首相官邸）

災害派遣・原子力災害派遣
全国の陸・海・空の自衛隊によ
る支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警察による支
援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

巡視船艇・航空機の派遣
全国の管区海上保安本部によ
る支援

全国の実動組織による支援

原子力事業者

鹿児島県
現地本部

緊急時モニタリングセンター

関係市町
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣
関係省庁要員が緊急時に参集

鹿児島県
災害対策本部

川内オフサイトセンター（薩摩川内市）

合同対策協議会

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施
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